
電波の利用状況の調査、公表制度の概要

平成２１年度：「３．４GHz超」の周波数帯を使用する無線局 ［H21.3.5現在開設の約１３．６万局］※前回は18年度

技術進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、下記の周波数帯ごとに３年を周期として電波の利用状況を調
査し、電波の有効利用の程度を評価。→周波数帯：「３．４GHz超」、「７７０MHz以下」、「７７０MHzを超え３．４GHz以下」

２．調査対象

１．目 的

３年を周期として、次に掲げる

「３．４GHz超」の周波数帯を、９つに細分化した周波数区分ごと及び電波利用システムごとに無線局数、通信量、電
波有効利用技術の導入状況・導入見込み、他の電気通信手段（有線等）への代替可能性 等

３．調査事項

電波法に定める
3,000GHz以下の周波数の
電波の利用状況の調査

【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線局の具体的な使用実態
〇 他の電気通信手段への

３年を周期として、次に掲げる

周波数帯ごとに実施
① 3.4GHzを超えるもの
（平成21年度調査対象）
② 770MHzを超え3.4GHz以下
③ 770MHz以下電波の利用状況の調査〇 他の電気通信手段 の

代替可能性 等
③ 770MHz以下

③の調査 ②の調査 ①の調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

周波数区分ごとの
電波の有効利用の

調査及び評価結果の概要の公表

例

国民の意見
例

新規の電波需要に迅速に対応

H21H23 H22

電波の有効利用の
程度の評価

電波監理審議会への諮問

例
・現在、電波は有効に利用されて

いる
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等へ

の転換が適当

・新規の電波需要に迅速に対応
するため、 電波再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施

電波監理審議会への諮問
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「平成２１年度電波の利用状況調

周 波 数 の 再 編 ・ 移 行

第４世代移動通信システムの円滑な導入

 第4世代移動通信システム等の移動通信システム用周波数として、今後新
移行、他の電気通信手段への代替等を推進することが適当。

平成２１年度調査の結果

第 世代移動通信シ テ の円滑な導入

放送事業用（映像）（3.4GHz帯）

・テレビジョン放送事業者の固定回線等に使用。

周波数の使用期限は 平成24年11月30日まで

平成２１年度調査の結果

・周波数の使用期限は、平成24年11月30日まで。

・局数は減少中。 338局（18年度） → 267局（21年度）

4GHz帯／5GHz帯電気通信業務用固定無線システム

・周波数の使用期限は 平成24年11月30日まで

放送事業用（音声）（3 4GH 帯）

・周波数の使用期限は、平成24年11月30日まで。

・局数は着実に減少中。

4GHz帯 444局（１８年度） → 94局（２１年度）

5GHz帯 179局（１８年度） → 43局（２１年度）

放送事業用（音声）（3.4GHz帯）

・ラジオ放送事業者の固定無線回線に使用。

・使用している周波数帯（3.4GHz－3.456GHz）は、ＩＭＴ用と特定

された周波数帯。

・局数は微減・局数は微減。

放送事業用（音声） 322局（18年度） → 315局（21年度）

監視制御 187局（18年度） → 182局（21年度）

無 線 設 備 の 狭 帯 域 化

気象レーダーの周波数有効利用の促進

5GHz帯気象レーダー・5GHz帯空港気象レーダー

平成21年度調査の結果

・無線LANの普及拡大に伴い、周波数を現行の100MHz幅から
幅 縮 数 施45MHz幅に圧縮するための周波数移行を実施中。61局中29

局が移行済み。
18年度：64局（０局）→ 21年度：61局（29局）

※（ ）内は移行済のもの

その他の周 波 数 割 当 て の 見 直 し

平成２１年度調査の結果

５GHz帯無線アクセスシステム（5.03－5.091GHz登録局）

・周波数の使用期限を延長（平成19年11月30日までを平成24年11月
30日までに延長）。

・局数は増加中。 647局（18年度） → 1,539局（21年度）

６GHz帯電気通信業務用固定無線システム

・第４世代移動通信システム用の周波数確保のために移行を推進中
の4GHz/5GHz帯電気通信業務用固定無線システム等の移行先のひの4GHz/5GHz帯電気通信業務用固定無線システム等の移行先のひ
とつ。 339局（18年度） → 303局（21年度）

38GHz帯加入者系無線アクセス・40GHz帯ＰＨＳエントランス

・今回調査における無線局数はいずれも０局。

ミリ波レーダー

・76GHz帯特定小電力機器（ミリ波レーダー用）は大幅に増加。
11,762台（18年度） → 143,265台（21年度）

・主として自動車衝突防止用レーダーとして利用。

査」の調査・評価の結果（ポイント）

新たに必要になる周波数帯を確保するため、既存無線システムの周波数

評 価 の 結 果

・使用期限までに、放送事業用マイクロ波帯（6.5GHz帯／7.5GHz

帯）への移行等を着実に実行することが適当

評 価 の 結 果

帯）への移行等を着実に実行することが適当。

・使用期限までに、６GHz帯以上の周波数帯への移行又は他の電

気通信手段への代替を着実に実行することが適当。

・第4世代移動通信システム等の導入に向けて、他の周波数帯へ

の移行が必要。

・移行期限は、これらシステムの利用状況を踏まえ、最長で平成

34年11月30日までとすることが適当。

・東名阪等の主要地域については、使用終了を更に早める

ことが適当。

・観測範囲が広く、周波数の繰り返し利用が困難なため、狭帯域
（ナロー）化技術の早期導入により、 周波数の有効利用を図るこ
とが求められる

評 価 の 結 果

とが求められる。

・観測範囲が比較的狭いものは、９GHz帯の利用を検討することが
適当。

評 価 の 結 果

・世界的には航空無線航行業務（MLS:ﾏｲｸﾛ波着陸ｼｽﾃﾑ）の周波
数。

・我が国ではＭＬＳの導入見込みがないため、使用期限以降の使用
については、ＭＬＳの導入動向を注視しつつ決定。

・光ファイバへの代替や他の周波数帯への移行が可能な既存無

線局は、これらを推進することにより周波数の有効利用を図ること

が適当が適当。

・列車、航空用無線の高度化、ブロードバンド化用の周波数など新

たなシステムの周波数として留保すること 新たなシステムとの周たなシステムの周波数として留保すること、新たなシステムとの周

波数共用を検討することが適当。

・ミリ波帯の小電力無線システムについては、国際標準化動向を注

視しつつ、所要の周波数を確保できるよう検討することが適当。

２



「「平成平成2121年度年度電波の利用状況調電波の利用状況調

１． 平成２１年度調査の調査対象周波数帯（３．４GHz超）について

 無線局数は、18年度127,516局から21年度136,166局に増加（6.8%増）。

（無線局の割合）

３．４ＧHz超全体の傾向

（無線局の割合）

①8.5GHz超10.25GHz以下 ：船舶無線航行レーダー等に利用・・・・・・・・・・・・・・
②13.25GHz超21.2GHz以下：衛星のアップリンク等に利用・・・・・・・・・・・・・・・・・
③10.25GHz超13.25GHz以下：電気通信業務の中継系・エントランス回線等に利
④5.85GHz超8.5GHz以下：放送事業用無線局に多く利用・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２． ９つの周波数区分ごとの調査結果について

3.4ＧHz超 4.4ＧHz以下

2000

2500

3000

 18年度2,780局から21年度2,298局に減少（17.5%減）。

500

1000

1500

無
線
局
数

444局
338局 322局

315局

187局

当周波数帯

の合計

航空機電波

高度計

4GHz帯電気

通信業務用

固定無線シ

ステム

放送事業用

（映像）

放送事業用

（音声）

放送監視制

御（Sバンド）

実験試験局

(3.4-4.4GHz)
その他

平成18年度 2780 1329 444 338 322 187 147 13

0

94局
267局 315局

182局

5.85GHz超 8.5GHz以下

平成21年度 2298 1187 94 267 315 182 244 9

14000

16000  18年度12,755局から平成21年度14,821局に増加（16.2%増）。

2000

4000

6000

8000

10000

12000

無
線
局
数

339局

303局

当周波数帯の

合計

6.5GHz帯電

通・公共・一般

業務（中継系・

エントランス）

放送事業用（D

バンド）

7.5GHz帯電

通・公共・一般

業務（中継系・

エントランス）

放送事業用（C

バンド）

6GHz帯電気通

信業務用固定

無線システム

放送事業用（B

バンド）
その他

平成18年度 12755 3334 3198 2647 2448 339 294 495

平成21年度 14821 3448 3656 2960 2828 303 369 1257

0
303局

10.25GHz超 13.25GHz以下

10000
12000
14000
16000
18000
20000

無
線

 18年度16,931局から21年度19,007局に増加（12.3%増）。

当周波数帯の

合計

11GHz帯電気

通信業務（中継

系・エントラン

ス）

12GHz帯公共・

一般業務（中継

系・エントラン

ス）

放送事業用（E

バンド）

10.475GHz帯ア

マチュア

速度センサ／

侵入検知セン

サ

放送事業用（F

バンド）
その他

平成18年度 16931 7803 1988 1941 1636 1548 1235 780

0
2000
4000
6000
8000線

局
数

21.2GHz超 23.6GHz以下

平成21年度 19007 8981 1886 2586 1602 1562 1639 751

2000

2500

3000
 18年度2,682局から21年度1,695局に減少（36.8%減）。

当周波数帯の

合計

22GHz帯広帯域

加入者無線・

22GHz帯加入者

系無線アクセス

22GHz帯電気通

信業務（中継

系・エントラン

ス）

その他

有線テレビジョ

ン放送事業用

（固定）

実験試験局

（21.2-23.6GHz）

有線テレビジョ

ン放送事業用

（移動）

0

500

1000

1500

2000

無
線
局
数

36GHz超

システム
ス）

平成18年度 2682 1247 1158 247 23 6 1

平成21年度 1695 633 859 176 23 3 1

5

 18年度4,618局から21年度4,588局とほぼ横ばい。

 60GHz帯特定小電力機器（ミリ波画像伝送用及びミリ波データ伝送
用：注423台→917台）、76GHz帯特定小電力機器（ミリ波レーダー用：

1
1
2
2
3
3
4
4
5

無
線
局
数

注 11,762台→143,265台）は大幅に増加。

平成

平成

調査」調査」の調査結果の要旨の調査結果の要旨
5.85GHz超
8.5GHz以下

4.4GHz超
5.85GHz以下

23 6GH 超

5.85GHz超
8.5GHz以下

4.4GHz超
5.85GHz以下

23 6GH 超

10.25GHz超
13.25GHz以下

14 0%(19 007局)

10.9% (14,821局)
5.85GHz以下

7.7% (10,518局)
23.6GHz超
36GHz以下

5.2% (7,039局)

36GHz超
3.4% (4,588局)

3.4GHz超
4.4GHz以下

10.25GHz超
13.25GHz以下

14 0%(19 007局)

10.9% (14,821局)
5.85GHz以下

7.7% (10,518局)
23.6GHz超
36GHz以下

5.2% (7,039局)

36GHz超
3.4% (4,588局)

3.4GHz超
4.4GHz以下

放送事業用等電気通信業務等
（中継系・ｴﾝﾄﾗﾝｽ）

・・・・・40.0％
・・・・・15.9％

利用・・14.0％
・・・・ 10.9％ 8.5GHz超

10.25GHz以下

( 局)

13.25GHz超
21.2GHz以下

15.9% (21,718局)

14.0% (19,007局) 以下

1.7% (2,298局)

21.2GHz超
23.6GHz以下

1.2% (1,695局)

8.5GHz超
10.25GHz以下

( 局)

13.25GHz超
21.2GHz以下

15.9% (21,718局)

14.0% (19,007局) 以下

1.7% (2,298局)

21.2GHz超
23.6GHz以下

1.2% (1,695局)

衛星のアップリンク等

4 4ＧH 超 5 85ＧH 以下

40.0% (54,482局)40.0% (54,482局)

船舶無線航行レーダー等

4.4ＧHz超 5.85ＧHz以下

8000

10000

12000

無

 18年度7,127局から21年度10,518局に増加（47.6%増）。

5GHz帯気象レーダー・５GHz帯空港気象レーダー

2000

4000

6000

無
線
局
数

647局

1539局
2570局

417局

18年度：64局→21年度：61局

179局

43局

当周波数帯の

合計

5GHz帯アマ

チュア

DSRC（狭域通

信）

実験試験局

（4.4-

5.85GHz）

5GHz帯無線

アクセスシス

テム（5.03-

5.091GHz）（登

録局）

5GHz帯無線

アクセスシス

テム（4.9-

5.0GHz）（登録

局）

5GHz帯電気

通信業務用固

定無線システ

ム

その他

平成18年度 7127 2870 2004 930 647 417 179 80

平成21年度 10518 2782 2375 897 1539 2570 43 312

0
43局

8.5GHz超 10.25GHz以下

平成 年度 10518 2782 2375 897 1539 2570 43 312

50000

60000

70000

 18年度57,498局から21年度54,482局に減少（5.3%減）。

10000

20000

30000

40000

50000

無
線
局
数

当周波数帯の

合計

船舶航行用

レーダー

SART（捜索救

助用レーダー

トランスポン

ダ）

10.125GHz帯

アマチュア

航空機用気象

レーダー

実験試験局

（8.5-

10.25GHz）

沿岸監視レー

ダー
その他

平成18年度 57498 46612 7051 2131 1249 258 105 92

平成21年度 54482 44251 6611 2076 1098 290 118 38

0

13.25GHz超 21.2GHz以下

10000

15000

20000

25000

無
線

 18年度18,260局から21年度21,718局に増加（18.9%増）。

当周波数帯の

合計

衛星アップリン

ク(Kuバンド）

（13.75-

14.5GHz）

移動衛星サー

ビスリンクの

アップリンク

（Kuバンド）

15GHz帯電気

通信業務（中

継系・エントラ

ンス）

18GHz帯電気

通信業務（エ

ントランス）

15GHz帯電気

通信業務災害

対策用

18GHz帯FWA その他

平成18年度 18260 9011 4255 2406 1980 180 135 293

0

5000

線
局
数

23.6GHz超 36GHz以下

平成21年度 21718 8695 3621 3823 4500 180 399 500

6000

7000

8000
無
線
局

 18年度4,865局から21年度7,039局に増加（44.7%増）。

当周波数帯

の合計

26GHz帯加

入者系無線

アクセスシス

24GHz帯アマ

チ ア

速度測定用

等レ ダ

実験試験局

（23.6-

衛星アップリ

ンク（Kaバン
空港面探知

レ ダ
その他

0

1000

2000

3000

4000

5000
局
数

の合計 アクセスシス

テム

チュア 等レーダー
（

36GHz）

ンク（ ン

ド）
レーダー

その他

平成18年度 4865 3394 899 425 77 56 8 6

平成21年度 7039 5595 971 286 121 57 8 1

5000

38GH 帯加
0

500
000
500

2000
2500
3000
3500
4000
4500
5000

2局

0局

59局

0局

３

当周波数帯

の合計

50GHz帯簡

易無線

47GHz帯ア

マチュア

40GHz帯駅

ホーム画像

伝送

40GHz帯公

共・一般業

務（中継系）

実験試験局

（36GHz-）

40GHz帯画

像伝送（公

共業務用）

38GHz帯加

入者系無線

アクセスシ

ステム

40GHz帯

PHSエントラ

ンス

その他

18年度 4618 3198 471 254 221 160 155 59 2 98

21年度 4588 2760 551 504 189 100 156 0 0 328
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